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  規   則   

規 則 第  １  号   

令和 ７ 年 １ 月１６日   

 

熊本市建築基準法施行細則の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市建築基準法施行細則の一部を改正する規則 

 

 熊本市建築基準法施行細則（昭和４６年規則第３１号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 第３条第１項中「（以下「確認等」という。）」を削り、「当該確認等」を「当該

許可、認定、承認又は確認」に改め、「建築主事」の次に「若しくは建築副主事（以

下「建築主事等」という。）」を加え、同条第２項中「又は法第６条の２第１項」を

「、法第６条の２第１項、法第１８条第３項又は法第１８条第４項」に改め、「、法

第８７条の４並びに法第８８条第１項及び第２項」を削り、「の確認」を「による確

認済証の交付」に改め、「、建築設備又は工作物」及び「又は工事施工者」を削り、

「建築主事」を「建築主事等」に改め、同条第３項中「前２項」を「前３項」に改め、

同項を同条第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 建築主等は、法第６条第１項、法第６条の２第１項、法第１８条第３項又は法第

１８条第４項（法第８７条第１項、法第８７条の４並びに法第８８条第１項及び第

２項においてこれらの規定を準用する場合を含む。）による確認済証の交付を受け

た建築物、建築設備又は工作物について、工事施工者を選定し、又は変更したとき

は、速やかに、工事監理者等選定（変更）届により建築主事等に、又は指定確認検

査機関が指示する方法により指定確認検査機関に届け出なければならない。 

 第８条第２項中「前項に」を「同項に」に改める。 

 第１０条第１項中「申し出」を「申出」に改める。 

 第１６条第１項中「省令第１０条の４第１項に規定する許可関係規定」を「法第  
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４３条第２項第２号」に改め、「、許可申請の理由を記載した図書」を削り、同条中

第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 省令第１０条の４第１項に規定する許可関係規定（法第４３条第２項第２号を除

く。）による許可を申請しようとする者は、前項に定めるもののほか、許可申請の

理由を記載した図書を許可申請書に添付しなければならない。 

 第１７条中「建築主事」を「建築主事等」に改める。 

 第２１条第１項中「所有者（所有者と管理者が異なる場合は、管理者）」を「所有

者等」に、「の住所又は」を「若しくは管理者の住所若しくは」に改め、「同じ。）」

の次に「又は建築物の名称」を加え、同条第２項中「の住所又は氏名」を「若しくは

管理者の住所若しくは氏名又は建築物の名称」に、「所有者変更届」を「所有者等変

更届」に改める。 

 第３４条第１項及び第２項を次のように改める。 

 法、政令又は条例の規定による許可、認定、承認（以下「許可等」という。）の

申請をした者は、当該申請に係る許可等を受ける前に当該申請を取り下げようとす

るときは、確認等申請書取下届を市長に、又は指定確認検査機関が指示する方法に

より当該指定確認検査機関に提出しなければならない。 

２ 法第６条第１項、法第６条の２第１項、法第１８条第３項又は法第１８条第４項

（法第８７条第１項、法第８７条の４並びに法第８８条第１項及び第２項において

これらの規定を準用する場合を含む。）の確認申請をした者は、当該申請に係る確

認済証の交付を受ける前に当該申請を取り下げようとするときにあっては確認等申

請書取下届を、当該申請に係る確認済証の交付を受けた後に当該確認に係る工事を

取りやめようとするときにあっては工事取りやめ届を、建築主事等又は指定確認検

査機関が指示する方法により当該指定確認検査機関に提出しなければならない。 

 第３４条第３項中「前項」を「前２項」に改める。 

 第３４条の２中「（法第８７条、法第８７条の４及び法第８８条において準用する

場合を含む。以下この条において同じ。）」を「、法第６条の２第１項、法第１８条

第３項又は法第１８条第４項（法第８７条第１項、法第８７条の４並びに法第８８条

第１項及び第２項においてこれらの規定を準用する場合を含む。）」に改め、「法第

６条第１項の」を削り、「建築主事」を「建築主事等」に改める。 
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   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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規 則 第  ２  号   

令和 ７ 年 １ 月１６日   

 

熊本市建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規則を公布

する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規則 

 

熊本市建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則（平成２６年規則第８号）の

一部を次のように改正する。 

 

 第４条第２項中「第６条第１項第４号」を「第２０条第１項第４号」に改める。 

  

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
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規 則 第  ３  号   

令和 ７ 年 １ 月１６日   

 

 熊本市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行細則の一部を改正す

る規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行細則の一部を改

正する規則 

 

 熊本市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行細則（平成２９年規

則第２０号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１条の２を削り、第２条から第４条を次のように改める。 

（性能確保計画に関する書類として計画書に添えるべき図書） 

第２条 省令第３条第１項（省令第９条の規定により準用する場合を含む。）に規定

する法第１１条第１項の建築物エネルギー消費性能確保計画（以下「性能確保計画」

という。）に関する書類として計画書に添える市長が必要と認める図書は、法第  

３０条第１項の規定による認定（法第３１条第１項の規定による計画の変更の認定

を含む。以下「計画認定」という。）を受けた法第２９条第３項に規定する他の建

築物について法第１１条の規定による建築物エネルギー消費性能適合性判定を受け

る場合にあっては、当該計画認定に係る建築物エネルギー消費性能向上計画認定通

知書（省令別記様式第２８）の写し及び当該計画認定の申請に係る添付図書の写し

とする。 

 （性能確保計画の軽微な変更の証明に関する書類) 

第３条 省令第１３条に規定する性能確保計画の変更が軽微な変更に該当しているこ

とを証する書面の交付の申請（以下この条において「申請」という。）をする者は、

性能確保計画軽微変更該当証明書交付申請書の正本及び副本を提出しなければなら

ない。 
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２ 前項の申請書の正本及び副本には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定

める図書を添付しなければならない。 

 (1) 建築物のエネルギー消費性能を向上させる変更の場合 変更内容説明書Ａ 

 (2) 一定以上のエネルギー消費性能を有する建築物について一定範囲内でエネル

ギー消費性能を低下させる変更の場合 変更内容説明書Ｂ 

 (3) 前２号に掲げる場合以外の場合 省令第４条第１項に規定する添付図書 

３ 市長は、申請に係る変更が軽微な変更に該当していると認めたときは、当該申請

者に性能確保計画軽微変更該当証明書を交付するものとする。この場合において、

当該証明書の交付は、第１項の申請書の副本及びその添付図書を添えて行うものと

する。 

４ 市長は、申請に係る変更が軽微な変更に該当しないと認めたときは、軽微な変更

に該当しない旨の通知書に第１項の申請書の副本及びその添付図書を添えて、当該

申請者に通知するものとする。 

５ 市長は、申請に係る変更が軽微な変更に該当するかどうか決定できないときは、

その旨を書面により当該申請者に通知するものとする。 

 （建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微変更該当証明申請の取下げ） 

第４条 建築主又は国等の機関の長は、前条第１項の申請を取り下げようとするとき

は、取下届を市長に提出しなければならない。 

 第５条から第７条を削る。 

 第８条中「及び第６条に規定する届出又は通知をする場合」を削り、同条を第５条

とする。 

 第９条中「第２３条第１項」を「第２０条第１項」に改め、同条第２号中「第１５

条第１項」を「第１４条第１項」に、「品確法」を「住宅の品質確保の促進等に関す

る法律（平成１１年法律第８１号。以下「品確法」という。）」に、「第３５条第１

項各号」を「第３０条第１項各号」に改め、同条を第６条とする。 

 第１０条を削る。 

 第１１条中「第１８条第４項」を「第１８条第５項」に、「第１８条第１０項」を

「第１８条第１１項」に改め、同条を第７条とする。 

 第１２条第１項中「及び法第４１条第１項に規定する認定（以下「表示認定」とい

う。）の申請」を削り、同条第２項中「及び表示認定」を削り、同条を第８条とする。 
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 第１３条第１項中「第３６条第１項」を「第３１条第１項」に、「第２９条に規定

する性能向上計画」を「第２８条に規定する建築物エネルギー消費性能向上計画（以

下「性能向上計画」という。）」に、「第２３条第１項」を「第２０条第１項」に、

「第２条第２項第３号」を「第３条第２項第３号」に改め、同条を第９条とする。 

 第１４条中第２項を削り、同条を第１０条とする。 

 第１５条中「又は表示認定」を削り、「第３４条第１項、法第３６条第１項若しく

は省令第２９条又は法第４１条第１項」を「第２９条第１項、法第３１条第１項又は

省令第２８条」に改め、同条を第１１条とする。 

 第１６条中第２項を削り、同条を第１２条とする。 

 第１７条を第１３条とする。 

 第１８条第１項中「第３７条」を「第３２条」に改め、同条第２項を削り、同条を

第１４条とする。 

 第１９条中「第３８条」を「第３３条」に改め、同条を第１５条とする。 

 第２０条中「第３９条」を「第３４条」に改め、「取消し又は法第４２条の規定に

よる表示認定の」を削り、同条を第１６条とする。 

 第２１条を第１７条とし、第２２条を第１８条とする。 

 

附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第１１条の改正規定（「第   

１８条第４項」を「第１８条第５項」に、「第１８条第１０項」を「第１８条第１１

項」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。 
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規 則 第  ４  号   

令和 ７ 年 １ 月２１日   

 

 熊本市区役所等の職員の兼務に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市区役所等の職員の兼務に関する規則の一部を改正する規則 

 

 熊本市区役所等の職員の兼務に関する規則（平成２４年規則第４号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 題名を次のように改める。 

   熊本市区役所等の職員等の兼務に関する規則 

 本則に次の１条を加える。 

 （文化市民局地域政策課職員の兼務） 

第３条 文化市民局地域政策課において、個人番号カードの交付に係る総合的調整及

び普及啓発に関する事務に従事する職員は、辞令を用いることなく、区役所等で第

１条第８号及び第１０号に規定する事務に従事する職員の職を兼ねるものとする。 

 

附 則 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
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規 則 第  ５  号   

令和 ７ 年 １ 月２１日   

 

 熊本市都市公園条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市都市公園条例施行規則の一部を改正する規則 

 

熊本市都市公園条例施行規則（昭和３３年規則第５０号）の一部を次のように改正

する。 

 

 別表中熊本城公園の項を次のように改める。 

 熊本城公園 

（行幸坂以東の

区域） 

１月１日

から１２

月３１日

ま で （  

１ ２ 月  

２９日を

除く。）  

７月１日か

ら８月３１

日まで 

午前９時から

午後７時まで 

入園にあっては午後

６時以後、天守への

登閣にあっては午後

６時３０分以後にす

ることができない。

ただし、市長が特に

必要と認めた場合

は、この限りでない。 
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９月１日か

ら翌年６月

３０日まで 

午前９時から

午後５時まで 

入園にあっては午後

４時以後、天守への

登閣にあっては午後

４時３０分以後にす

ることができない。

ただし、市長が特に

必要と認めた場合

は、この限りでない。 

 

附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
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規 則 第  ６  号   

令和 ７ 年 １ 月２３日   

 

 熊本市補助金等交付規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市補助金等交付規則の一部を改正する規則 

 

 熊本市補助金等交付規則（昭和４３年規則第４４号）の一部を次のように改正する。 

 

 第５条の次に次の１条を加える。 

（暴力団員等の排除） 

第５条の２ 前条の規定にかかわらず、市長は、申請者が熊本市暴力団排除条例（平

成２３年条例第９４号）第２条第１号から第３号までに掲げるもの（第１２条第４

号において「暴力団員等」という。）に該当する場合は、補助金等の交付の決定を

しないことができる。 

 第１２条に次の１号を加える。 

 (4) 暴力団員等に該当することが判明したとき。 

 第１６条を第１７条とし、第１５条の次に次の１条を加える。 

（財産の処分の制限） 

第１６条 補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産のう

ち次に掲げるものを、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、又は担保に供しようとする場合は、市長の承認を受けなければならない。 

(1) 不動産及びその従物  

(2) 機械及び重要な器具で市長が定めるもの 

(3) その他市長が補助金等の交付の目的を達成するために必要があると認めるも

の 

２ 前項の規定にかかわらず、当該財産を当該目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、若しくは担保に供する前に、当該補助事業者等が交付を受けた補助金等
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の全部に相当する金額を市に納付した場合又は当該目的若しくは当該財産の耐用年

数を勘案して市長が定める期間を経過した場合は、同項の承認を要しない。 

 

   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１６条を第１７条とし、第１５

条の次に１条を加える改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の熊本市補助金等交付規則第１６条の規定は、令和７年４

月１日以後に補助金等の交付の申請が行われるものから適用する。 
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規 則 第  ７  号   

令和 ７ 年 １ 月２７日   

 

 熊本市附属機関設置条例第２条第２項の規定に基づく市長の附属機関を定める規則

の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   熊本市附属機関設置条例第２条第２項の規定に基づく市長の附属機関を定める

規則の一部を改正する規則 

 

 熊本市附属機関設置条例第２条第２項の規定に基づく市長の附属機関を定める規則

（平成２９年規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 

別表に次のように加える。 

熊本市有機フッ素化合

物対策専門家会議  

本市の地下水等から検出された有

機フッ素化合物について、発生原

因の調査及び対策に必要な技術的

事項を審議する。 

令和７年２月１日

から令和８年１月

３１日まで 

 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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規 則 第  ８  号   

令和 ７ 年 ２ 月１０日   

 

 熊本市印鑑の登録及び証明に関する条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

熊本市印鑑の登録及び証明に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 熊本市印鑑の登録及び証明に関する条例施行規則（昭和５２年規則第３４号）の一

部を次のように改正する。 

 

 第９条第１項中「、条例第６条の印鑑登録原票」を削る。 

 様式第１号を次のように改める。 

様式第１号（第７条第１号関係） 

  

 

   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の熊本市印鑑の登録及び証明

に関する条例施行規則様式第１号の規定による印鑑登録証は、この規則による改正
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後の熊本市印鑑の登録及び証明に関する条例施行規則様式第１号の規定にかかわら

ず、なおこれを使用することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


